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令和４年度 一般会計決算見込について 
 

１ 総 括 

 

 

 

 

 

※実質収支：当該年度の歳入と歳出の差から翌年度へ繰り越す財源を除いた、いわゆる剰余金。 

 

○歳入総額、歳出総額ともに、平成２９年度以来５年ぶりの減少となった。 
 
○歳入においては、全国的な企業収益の回復や全国ベースの地方消費税の増を背景に、地方譲与税や

地方消費税清算金が増加した一方で、臨時財政対策債の減により県債が減少したほか、地方交付税

が減少したことなどから、全体では減少となっている。 
 

○歳出においては、新型コロナウイルス感染症対策事業費の増により、衛生費及び民生費が増加した

一方で、県庁舎建設事業費の減などにより総務費が減少したほか、県の要請等に応じ営業時間短縮

に協力いただいた事業者への協力金の減などにより商工費が減少したことなどから、全体では減少

となっている。 
 
○なお、上記決算見込額のうち新型コロナウイルス感染症対策に係る額は、歳入が１，２５７億円、

歳出が１，２１５億円となっており、歳入と歳出の差額は令和５年度中に精算を予定している国庫

支出金である。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

歳 入 総 額  １兆 ２７４億円 （Ｒ３ １兆 ６１６億円） 

歳 出 総 額  １兆  ９６億円 （Ｒ３ １兆 ４５２億円） 

実 質 収 支      ９６億円 （Ｒ３     ９２億円） 

＜主な指標等＞ 

○経常収支比率          ９２．４％（Ｒ３ ８４．７％） 

※経常収支比率：地方税、普通交付税のように毎年度経常的に収入される一般財源に対する、人件費、扶

助費、公債費のように毎年度経常的に支出される経費の割合で、財政構造の弾力性を判断する指標 

 

○県債発行残高の状況 

 Ｒ４年度末現在高     １兆７，２９５億円（県民１人当たり８７２千円） 

（Ｒ３年度末現在高     １兆７，１０４億円（県民１人当たり８５７千円）） 

 

うち臨時財政対策債 

Ｒ４年度末現在高    ６，０５０億円（県民１人当たり３０５千円） 

（Ｒ３年度末現在高    ６，２８０億円（県民１人当たり３１５千円）） 

うち臨時財政対策債以外 

Ｒ４年度末現在高  １兆１，２４５億円（県民１人当たり５６７千円） 

（Ｒ３年度末現在高  １兆  ８２４億円（県民１人当たり５４２千円）） 

 

○財政調整基金の状況 

 Ｒ４年度末現在高         ３３０億円（県民１人当たり １７千円） 

（Ｒ３年度末現在高         ３７７億円（県民１人当たり １９千円）） 
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２ 歳 入 
 

歳入総額は１兆２７４億円で、前年度（１兆６１６億円）に比べ３４２億円（３．２％）の

減となった。 

 

 

(1) 県 税 
・ ２，５８６億円で前年度（２，５９２億円）に比べ、６億円（０．２％）の減となった。 

・ これは、製造業を中心とした企業収益の回復等を背景に、法人事業税が増収となった一

方で、税率引上げの影響で前年度増収となった地方消費税が平年度化により減収となった

ことなどによるものである。 

・ また、徴収率は、前年度同率の９８．５％となった。 

 

【減の主なもの】 

地方消費税              ▲7.2％   ▲44億円（  607 →   563億円） 

 

【増の主なもの】 

法人事業税  5.4％  29億円（  541 →   570億円） 

自動車税 2.4％  8億円（ 329 →   337億円） 

 

 

 

(2) 地方消費税清算金 
・ ９９９億円で前年度（９６３億円）に比べ、３６億円（３．７％）の増となった。 

・ これは、全国ベースの地方消費税に連動して増収となったものである。 

 

 

 

(3) 地方譲与税 
・ ４０７億円で前年度（３５７億円）に比べ、５０億円（１４．１％）の増となった。 

・ これは、全国ベースで企業収益が増加したことより法人に係る譲与税が増収となったも

のである。 

 

 

 

(4) 地方交付税 
・ １，９６７億円で前年度（２，０７６億円）に比べ、１０９億円（５．３％）の減と

なった。 

 

【減の主なもの】 

普通交付税  ▲5.4％  ▲110億円（2,041 → 1,931億円） 
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(5) 国庫支出金  
・ ２，１７１億円で前年度（２，２１５億円）に比べ、４４億円（２．０％）の減となっ

た。 

・ これは、新型コロナウイルス感染症対応地方創生臨時交付金の減などによるものである。 

 

【減の主なもの】 

新型コロナウイルス感染症対応地方創生臨時交付金 

 ▲34.0％   ▲215億円（  632 →  417億円） 

 

【増の主なもの】 

新型コロナウイルス感染症緊急包括支援交付金 

   34.9％   115億円（  330 →   445億円） 

感染症予防対策費   121.6％   22億円（   17 →    39億円） 

介護サービス事業所等処遇改善支援補助金  皆増   13億円（    0 →    13億円） 

子育て支援対策臨時特例交付金  皆増   10億円（    0 →    10億円） 

参議院議員選挙費            皆増    9億円（    0 →    9億円） 

 

 

 

 

(6) 繰 入 金 
・ ２６１億円で前年度（１２６億円）に比べ、１３５億円（１０７．１％）の増となった。 

・ これは、財政調整基金の取り崩しなどが増加したことによるものである。 

 

【基金繰入金の主なもの】 

財政調整基金 皆増     109億円（    0 →   109億円） 

地域医療介護総合確保基金 91.8％  29億円（   31 →    60億円） 

県有施設整備・新型コロナウイルス感染症対策基金 

 7.1％    5億円（   62 →   67億円） 

 
 
 
(7) 繰 越 金 
・ １６４億円で前年度（２８７億円）に比べ、１２３億円（４２．８％）の減となった。 

・ これは、令和３年度の実質収支額の減などによるものである。 

 
 
 
(8) 諸 収 入 
・ ３７５億円で前年度（３９５億円）に比べ、２０億円（４．９％）の減となった。 

・ これは、中小企業制度融資貸付金の金融機関からの返還金の減などによるものである。 

 

【減の主なもの】 

中小企業制度融資金融機関貸付金  ▲ 2.7％  ▲7億円（  247 →  240億円） 

新型コロナウイルス感染症拡大防止協力金市町村負担金 

 ▲34.9％   ▲5億円（   14 →    9億円） 

後期高齢者医療費助成費確定返還金   ▲60.2％    ▲3億円（   5 →    2億円） 

福祉医療費助成費確定返還金      ▲38.8％    ▲2億円（   6 →    4億円） 
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(9) 県 債 
・ １，１４４億円で前年度（１，４１１億円）に比べ、２６７億円（１８．９％）の減と

なった。 

・ これは、臨時財政対策債の減などによるものである。 

 

【減の主なもの】 

臨時財政対策債            ▲63.3％   ▲261億円（  412 →   151億円） 

防災・減災・国土強靱化緊急対策事業債 

▲22.5％    ▲ 43億円（  190 →   147億円） 

 

【増の主なもの】 

一般単独事業債              8.1％   26億円（  319 →   345億円） 

行政改革推進債  皆増   9億円（    0 →     9億円） 

災害復旧事業債   12.0％  7億円（   61 →    68億円） 
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３ 歳 出 
 

歳出総額は１兆９６億円で、前年度（１兆４５２億円）に比べ、３５６億円（３．４％）の

減となった。 

 

 

(1) 総 務 費 
・ ８５７億円で前年度（１，２０９億円）に比べ、３５２億円（２９．１％）の減となっ

た。 

・ これは、県庁舎再整備事業費の減のほか、新型コロナウイルス感染症対策に係る国交付

金の返還額の減などによるものである。 

 

【減の主なもの】 

岐阜県庁舎再整備事業費        ▲50.4％  ▲152億円（   301 →   149億円） 

償還金利子及び割引料        ▲86.2％  ▲137億円（   159 →    22億円） 

財政調整基金積立金（運用利子除く）  ▲56.0％  ▲ 78億円（   140 →    62億円） 

 

 

 

(2) 民 生 費 
・ １，１９８億円で前年度（１，１２４億円）に比べ、７４億円（６．６％）の増となっ

た。 

・ これは、子育て世帯の経済的負担軽減を図るための給付事業費の増などによるものであ

る。 

 

【増の主なもの】 

子育て世帯負担軽減事業費補助金       皆増    25億円（    0 →   25億円） 

介護サービス事業所等処遇改善支援補助金  皆増    13億円（    0 →    13億円） 

後期高齢者医療費助成費           5.3％    10億円（  198 →   208億円） 

介護事業所等サービス継続支援事業補助金   

1497.4％     8億円（    2 →   10億円） 

高齢者施設等光熱費高騰対策交付金      皆増    6億円（    0 →     6億円） 

障害者自立支援給付費負担金        5.7％     5億円（   94 →    99億円） 

介護サービス事業所等食材料費等負担軽減支援金  

      皆増    4億円（    0 →     4億円） 

障害福祉サービス事業所等処遇改善交付金 皆増    4億円（    0 →     4億円） 

 

 

 

(3) 衛 生 費 
・ ８４６億円で前年度（６３８億円）に比べ、２０８億円（３２．７％）の増となった。 

・ これは、新型コロナウイルスへの感染拡大に対応するため、医療機関の病床に対する空

床補償経費や感染症患者を受け入れる宿泊療養施設の運営経費などが増となったことによ

るものである。 

 

【増の主なもの】 

新型コロナウイルス関係病床確保事業費補助金 

                  33.5％    58億円（  173 →   231億円） 
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新型コロナウイルス感染症宿泊療養施設運営事業費 

                  46.9％    42億円（   90 →   132億円） 

 

新型コロナウイルス感染症自宅療養者支援事業費      

                  460.3％    34億円（    8 →   42億円） 

医療機関統合再編施設整備費補助金    皆増    20億円（    0 →    20億円） 

検査促進事業費補助金         834.4％    17億円（    2 →    19億円） 

新型コロナウイルス感染症発生動向調査費  

                  44.8％    14億円（   32 →    46億円） 

医療機関光熱費高騰対策交付金      皆増    6億円（    0 →     6億円） 

岐阜県飲食店換気対策支援補助金      皆増     5億円（    0 →     5億円） 

看護職員等処遇改善事業費補助金      皆増     3億円（    0 →     3億円） 

 

 

 

(4) 農林水産業費 
・ ４６３億円で前年度（４８５億円）に比べ、２２億円（４．６％）の減となった。 

・ これは、投資的経費の事業量が減となったことによるものである。 

 

【減の主なもの】 

飛騨家畜保健衛生所整備事業費    ▲97.6％   ▲12億円（   13 →    1億円） 

治山事業費              ▲ 7.2％   ▲ 5億円（   71 →    66億円） 

県営中山間地域総合整備事業費    ▲16.9％   ▲ 3億円（   19 →    16億円） 

 

 

 

(5) 商 工 費 
・ ８１１億円で前年度（１，０１２億円）に比べ、２０１億円（１９．９％）の減となっ

た。 

・ これは、「ほっと一息、ぎふの旅キャンペーン」や新型コロナウイルスの影響による売

上減少事業者への支援金などが増となった一方、県の要請等に応じ営業時間短縮に協力い

ただいた事業者への協力金などが減となったことによるものである。 

 

【減の主なもの】 

新型コロナウイルス感染症拡大防止協力金 

▲66.9％   ▲357億円（  534 →   177億円） 

中小企業制度融資貸付金       ▲ 2.7％  ▲  7億円（  247 →  240億円） 

 

【増の主なもの】 

ほっと一息、ぎふの旅キャンペーン   687.1％   100億円（  15 →   115億円） 

岐阜県オミクロン株対策特別支援金  2,113.7％   43億円（   2 →    45億円） 

原油高・物価高騰における地場産業支援金  皆増    5億円（   0 →     5億円） 

サスティナブルな地域物流モデル推進事業費補助金 

  皆増    5億円（   0 →     5億円） 

貨物自動車運送事業者燃料高騰支援事業費  皆増    5億円（   0 →     5億円） 

 

 
 
 



   7 

 
(6) 土 木 費 
・ １，１２７億円で前年度（１，２１２億円）に比べ、８５億円（７．０％）の減となっ

た。 

・ これは、投資的経費の事業量が減となったことによるものである。 

 

【減の主なもの】 

道路橋りょう維持費 ▲11.5％ ▲29億円（  249 →   220億円） 

道路橋りょう改築費 ▲ 9.6％ ▲24億円（  250 →   226億円） 

河川改良費             ▲16.1％   ▲21億円（  131 →   110億円） 

砂防事業費             ▲24.5％   ▲24億円（   97 →    73億円） 

 

【増の主なもの】 

ダム建設費 24.4％ 8億円（   35 →    43億円） 

直轄事業負担金（道路）   2.0％ 3億円（  156 →   159億円） 

 

 

 

(7) 教 育 費 
・ １，８５３億円で前年度（１，８３６億円）に比べ、１７億円（０．９％）の増となっ

た。 

・ これは、老朽校舎改築事業費や可茂特別支援学校の施設整備事業費の増などによるもの

である。 

 

【増の主なもの】 

老朽校舎改築事業費  102.8％ 14億円（   14 →    28億円） 

可茂特別支援学校施設整備事業費 439.5％ 12億円（    2 →    14億円） 

 

【減の主なもの】 

県立学校ＩＣＴ環境整備充実事業費 皆減 ▲ 4億円（    4 →     0億円） 

産業教育施設整備事業費 皆減 ▲ 2億円（    2 →     0億円） 

 

 

 
(8) 災害復旧費 
・ １４５億円で前年度（１６０億円）に比べ、１５億円（９．１％）の減となった。 

・ これは、令和２年７月豪雨災害及び令和３年８月大雨災害に係る復旧経費が減となった

ことによるものである。 

 

【減の主なもの】 

河川災害復旧費           ▲20.8％   ▲15億円（   73 →    58億円） 

砂防災害復旧費           ▲54.0％   ▲ 8億円（   14 →     6億円） 

道路橋りょう災害復旧費       ▲24.8％   ▲ 7億円（   28 →    21億円） 

林道災害復旧費           ▲16.5％   ▲ 2億円（    9 →     7億円） 

 

【増の主なもの】 

直轄災害復旧事業負担金        129.2％    21億円（   16 →    37億円） 
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(9) 公 債 費 
・ １，０３２億円で前年度（１，００８億円）に比べ、２４億円（２．４％）の増となっ

た。 

・ これは、過去に発行した臨時財政対策債や国の国土強靱化対策に係る県債の償還額の増

によるものである。 

 
 
 
(10) 諸 支 出 金 
・ １，２６５億円で前年度（１，２７９億円）に比べ、１４億円（１．０％）の減となっ

た。 

・ これは、地方消費税市町村交付金が増となった一方、地方消費税清算金支出が減となっ

たことによるものである。 

 

【減の主なもの】 

地方消費税清算金   ▲4.7％  ▲27億円（  582 →   555億円） 

 

【増の主なもの】 

地方消費税市町村交付金  3.6％ 18億円（  486 →   504億円） 

 

 

 


